
藤沢市社会福祉法人等による利用者負担額軽減制度実施要綱 

 

制  定 平成12． 3．31告示第369号 

改  正 平成12． 7．25告示第128号 

改  正 平成17． 5．27告示第 70号 

改  正 平成17．10． 1告示第201号 

改  正 平成18． 3．31告示第421号 

改  正 平成18． 9．28告示第200号 

改  正 平成21． 3．31告示第421号 

改  正 平成23． 4． 1告示第  4号 

改  正 平成25． 2．15告示第367号 

改  正 平成25． 3．21告示第421号 

改  正 平成25．10．16告示第218号 

改  正 平成27． 5．29告示第 82号 

改  正 平成28． 3．31告示第381号 

改  正 平成28． 6．22告示第 98号 

改  正 平成28．10． 1告示第197号 

改  正 平成29． 5．26告示第 84号 
改  正 平成30． 7. 11告示第134号 

改  正 平成30． 9．28告示第217号 

改  正  令和2． 3. 31告示第403号 

改   正 令和3.   3. 25告示第375号 

改   正  令和3.   9. 22告示第201号 

 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、社会福祉法人（社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）第２

２条に規定する社会福祉法人をいう。以下同じ。）その他社会福祉事業（同法第

２条第１項に規定する社会福祉事業であって同条第４項各号に掲げる事業を除く

ものをいう。以下同じ。）を経営する者で、介護保険法（平成９年法律第１２３

号。以下「法」という。）第４１条第１項本文の指定を受けたもの、法第４２条

の２第１項本文の指定を受けたもの若しくは法第４８条第１項第１号の指定を受

けたものがそれぞれこの市の要介護被保険者（法第４１条第１項に規定する要介

護被保険者をいう。以下同じ。）に対して提供した指定居宅サービス（同項に規

定する指定居宅サービスをいう。以下同じ。）、指定地域密着型サービス（法第

４２条の２第１項に規定する指定地域密着型サービスをいう。以下同じ。）若し

くは指定介護福祉施設サービス（法第４８条第１項第１号に規定する指定介護福

祉施設サービスをいう。以下同じ。）又は法第５３条第１項本文の指定を受けた

もの、法第５４条の２第１項本文の指定を受けたもの若しくは法第１１５条の４

５の３第１項の指定を受けたものがそれぞれこの市の居宅要支援被保険者等（法

第５３条第１項に規定する居宅要支援被保険者及び介護保険法施行規則（平成１



１年厚生省令第３６号。以下「省令」という。）第１４０条の６２の４第２号に

規定する第１号被保険者をいう。以下同じ。）に対して提供した指定介護予防サ

ービス（同項に規定する指定介護予防サービスをいう。以下同じ。）、指定地域

密着型介護予防サービス（法第５４条の２第１項に規定する指定地域密着型介護

予防サービスをいう。以下同じ。）、第１号訪問事業（法第１１５条の４５の３

第１項に規定する指定事業者により提供される法第１１５条の４５第１項イに規

定する第１号訪問事業をいう。以下同じ。）若しくは第１号通所事業（法第１１

５条の４５の３第１項に規定する指定事業者により提供される法第１１５条の４

５第１項ロに規定する第１号通所事業をいう。以下同じ。）に要した費用のう

ち、当該要介護被保険者又は居宅要支援被保険者等が負担すべき費用の額（以下

「利用者負担額」という。）を軽減する事業を行うことにより、この市の要介護

被保険者及び居宅要支援被保険者等の指定居宅サービス、指定地域密着型サービ

ス、指定介護福祉施設サービス、指定介護予防サービス、指定地域密着型介護予

防サービス、第１号訪問事業及び第１号通所事業の利用に係る経済的な負担を軽

減し、もってこの市の要介護被保険者及び居宅要支援被保険者等の保健医療の向

上及び福祉の増進を図るとともに、この市が行う介護保険事業の円滑な運営を図

ることを目的とする。 

    （平成１２告示１２８・平成１７告示２０１・平成１８告示４２１・平成２８年告示１

９７・一部改正） 

（対象者） 

第２条 社会福祉法人その他社会福祉事業を経営する者（以下「社会福祉法人等」

という。）で法第４１条第１項、第４２条の２第１項、第４８条第１項第１

号、第５３条第１項、第５４条の２第１項又は法第１１５条の４５の３第１項

の指定を受けたものから提供を受けた指定居宅サービス、指定地域密着型サー

ビス、指定介護福祉施設サービス、指定介護予防サービス、指定地域密着型介

護予防サービス、第１号訪問事業又は第１号通所事業（以下「指定居宅サービ

ス等」という。）に要した費用に係る利用者負担額の軽減を受けることができる

者（以下「対象者」という。）は、次に掲げる者とする。 

 （１） 市町村民税世帯非課税者（介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号。

以下「政令」という。）第３８条第１項第１号イ(1)に規定する市町村民税世                                   

帯非課税者をいう。以下同じ。）である者であって次のアからオまでのいずれ

にも該当するもの（生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第６条第１項に



規定する被保護者（以下、生活保護受給者という。）は除く。） 

ア 年間収入が、単身世帯の場合にあっては１５０万円、単身世帯以外の世帯

にあっては世帯員が１人増えるごとに５０万円をその額に加算した額以下で

あること。 

イ 預貯金等（所得税法施行令（昭和４０年政令第９６号）第３１条第２号に

規定する預貯金等をいう。）の額が、単身世帯の場合にあっては３５０万

円、単身世帯以外の世帯にあっては世帯員が１人増えるごとに１００万円を

その額に加算した額以下であること。 

ウ 対象者及びすべての世帯員が日常生活に供する資産以外に活用できる資産

がないこと。 

 エ 負担能力のある親族等に扶養されていないこと。 

 オ 介護保険料を滞納していないこと。 

 （２） 生活保護受給者 

  (３）  前２号に掲げるもののほか、当該利用者負担額を軽減する必要があると市

長が認める者 

    （平成１７告示２０１・平成１８告示４２１・平成２３告示４・平成２５告示２１８・

平成２７告示８２・平成２８告示１９７・平成３０告示２１７・令和２告示４０３・

一部改正） 

（対象法人） 

第３条 この市の要介護被保険者又は居宅要支援被保険者等（以下「要介護被保険

者等」という。）に提供した指定居宅サービス等に要した費用に係る利用者負担

額を軽減することができる社会福祉法人等は、神奈川県の区域内に指定居宅サー

ビス等の事業を行う事業所を有する社会福祉法人等であって、この市の要介護被

保険者等に対して指定居宅サービス等を提供するものとする。 

２ 前項の規定により要介護被保険者等に提供した指定居宅サービス等に要した費

用に係る利用者負担額を軽減しようとする社会福祉法人等は、その旨を社会福祉

法人等による利用者負担額軽減申出書（第１号様式）により市長に申し出るもの

とする。 

    （平成１７告示２０１・平成１８告示４２１・平成２８告示１９７・一部改正） 

（軽減の対象となる指定居宅サービス等） 

第４条 前条第２項の申出をした社会福祉法人等（以下「対象法人等」という。）

が軽減する利用者負担額に係る指定居宅サービス等のうち指定居宅サービスは、

次に掲げるものとする。 



 （１） 指定訪問介護（指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する

基準（平成１１年厚生省令第３７号。以下「指定居宅サービス等基準省令」

という。）第４条に規定する指定訪問介護をいう。以下同じ。） 

 （２） 指定通所介護（指定居宅サービス等基準省令第９２条に規定する指定通所介

護をいう。以下同じ。） 

 （３） 指定短期入所生活介護（指定居宅サービス等基準省令第１２０条に規定する

指定短期入所生活介護をいう。以下同じ。） 

２ 対象法人等が軽減する利用者負担額に係る指定居宅サービス等のうち指定地域

密着型サービスは、次に掲げるものとする。 

 （１） 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護（指定地域密着型サービスの事業の

人員、設備及び運営に関する基準（平成１８年厚生労働省令第３４号。以下

「指定地域密着型サービス基準省令」という。）第３条の２に規定する指定定

期巡回・随時対応型訪問介護看護をいう。） 

 （２） 指定夜間対応型訪問介護（指定地域密着型サービス基準省令第４条に規定す

る指定夜間対応型訪問介護をいう。以下同じ。） 

 （３） 指定地域密着型通所介護（指定地域密着型サービス基準省令第１９条に規定

する指定地域密着型通所介護をいう。以下同じ。） 

 （４） 指定認知症対応型通所介護（指定地域密着型サービス基準省令第４１条に規

定する指定認知症対応型通所介護をいう。以下同じ。） 

 （５） 指定小規模多機能型居宅介護（指定地域密着型サービス基準省令第６２条に

規定する指定小規模多機能型居宅介護をいう。以下同じ。） 

 （６） 指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護（指定地域密着型サービス

基準省令第１３０条に規定する指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介

護をいう。以下同じ。） 

 （７） 指定看護小規模多機能型居宅介護（指定地域密着型サービス基準省令第１７

０条に規定する指定看護小規模多機能型居宅介護をいう。以下同じ。） 

  ３ 対象法人等が軽減する利用者負担額に係る指定居宅サービス等のうち指定介護

 予防サービスは、指定介護予防短期入所生活介護（指定介護予防サービス等の事

 業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための

 効果的な支援の方法に関する基準（平成１８年厚生労働省令第３５号。）第１２

 ８条に規定する指定介護予防短期入所生活介護をいう。以下同じ。）とする。 

４ 対象法人等が軽減する利用者負担額に係る指定居宅サービス等のうち指定地域

密着型介護予防サービスは、次に掲げるものとする。 



 （１） 指定介護予防認知症対応型通所介護（指定地域密着型介護予防サービスの事

業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予

防のための効果的な支援の方法に関する基準（平成１８年厚生労働省令第３６

号。以下「指定地域密着型介護予防サービス基準省令」という。）第４条に規

定する指定介護予防認知症対応型通所介護をいう。以下同じ。） 

 （２） 指定介護予防小規模多機能型居宅介護（指定地域密着型介護予防サービス基

準省令第４３条に規定する指定介護予防小規模多機能型居宅介護をいう。以下

同じ。） 

５ 対象法人等が軽減する利用者負担額に係る指定居宅サービス等のうち、第１号

訪問事業及び第１号通所事業は、次に掲げるものとする。 

 （１）  介護予防訪問介護相当事業（省令第１４０条の６３の６第１号イの基準によ

る第１号訪問事業をいう。）及び介護予防通所介護相当事業（省令第１４０条

の６３の６第１号イの基準による第１号通所事業をいう。） 

 （２）   緩和した基準による第１号訪問事業（省令第１４０条の６３の６第２号の基

準による第１号訪問事業をいう。）及び緩和した基準による第１号通所事業

（省令第１４０条の６３の６第２号の基準による第１号通所事業をいう。） 

６ 対象法人等は、その提供するすべての指定居宅サービス等に係る利用者負担額

を軽減するものとする。 

    （平成１７告示２０１・平成２５告示３６７・平成２５告示４２１・平成２７告示８２

・平成２８告示９８・平成２８告示１９７・平成３０告示１３４・一部改正） 

（軽減する額等） 

第５条 対象法人等がその提供した指定居宅サービス等に係る利用者負担額から軽

減する額は、次の各号に掲げる対象者の区分に応じ当該各号に定める額とする。

この場合において、当該額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り

捨てた額とする。 

 （１） 第２条第１号に規定する対象者（第３号に該当するものを除く。） 次に掲

げる額の４分の１（老齢福祉年金（政令第２２条の２の２第７項に規定する老

齢福祉年金をいう。）の受給権を有する者（以下「老齢福祉年金受給者」とい

う。）については２分の１）に相当する額 

ア 前条に規定する指定居宅サービス、指定地域密着型サービス、指定介護福

祉施設サービス、指定介護予防サービス、指定地域密着型介護予防サービ

ス、第１号訪問事業及び第１号通所事業に要する費用の額の１００分の１０

に相当する額 



イ 指定介護福祉施設サービス、指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活

介護、指定短期入所生活介護及び指定介護予防短期入所生活介護における特

定入所者（法第５１条の３第１項又は法第６１条の３第１項に規定する特定

入所者をいう。以下同じ。）に係る食費の負担限度額（法第５１条の３第２

項第１号又は法第６１条の３第２項第１号に規定する食費の負担限度額をい

う。）及び特定要介護旧措置入所者（介護保険法施行法（平成９年法律第１

２４号。以下「施行法」という。）第１３条第５項に規定する特定要介護旧

措置入所者をいう。以下同じ。）に係る食費の特定負担限度額（同項第１号

に規定する食費の特定負担限度額をいう。）並びに指定通所介護、指定地域

密着型通所介護、指定認知症対応型通所介護、指定小規模多機能型居宅介

護、指定看護小規模多機能型居宅介護、指定介護予防認知症対応型通所介

護、指定介護予防小規模多機能型居宅介護及び第１号通所事業における食事

の提供に要する費用の額 

ウ 指定短期入所生活介護及び指定介護予防短期入所生活介護における特定入

所者に係る居住費の負担限度額（法第５１条の３第２項第２号に規定する居

住費の負担限度額をいう。以下同じ。）又は滞在費の負担限度額（法第６１

条の３第２項第２号に規定する滞在費の負担限度額をいう。以下同じ。）、

指定介護福祉施設サービス及び指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活

介護における特定入所者に係る居住費の負担限度額及び特定要介護旧措置入

所者に係る居住費の特定負担限度額（施行法第１３条第５項第２号に規定す

る居住費の特定負担限度額をいう。以下同じ。）並びに指定小規模多機能型

居宅介護、指定看護小規模多機能型居宅介護及び指定介護予防小規模多機能

型居宅介護における宿泊に要する費用の額 

 （２） 第２条第２号に規定する対象者 指定短期入所生活介護及び指定介護予防短

期入所生活介護における特定入所者に係る居住費の負担限度額又は滞在費の負

担限度額並びに指定介護福祉施設サービス及び指定地域密着型介護老人福祉施

設入所者生活介護における特定入所者に係る居住費の負担限度額及び特定要介

護旧措置入所者に係る居住費の特定負担限度額 

 （３） 第２条第１号に規定する対象者のうち、平成２５年８月１日、平成２６年４

月１日、平成２７年４月１日、平成３０年１０月１日、令和元年１０月１日又

は令和２年１０月１日施行の生活扶助基準等の改正に伴い生活保護が廃止され

た者であって、廃止時点において本事業に基づく軽減又は法第５１条の３第１

項に規定する特定入所者介護サービス費若しくは法第６１条の３第１項に規定



する特定入所者介護予防サービス費の支給により指定居宅サービス等に要した

費用のうち居住又は滞在に要した費用の利用者負担額がなかった者 第１号ア

及びイに掲げる額の４分の１（老齢福祉年金受給者については２分の１）に相

当する額並びに第２号に掲げる額 

 （４） 第２条第３号に規定する対象者 第１号の規定に準じて市長が必要と認める

額 

２ 施行法第１３条第３項の規定が適用される要介護旧措置入所者で同項に規定す

る施設介護サービス費の額の算定に係る割合が１００分の９５以上１００分の１

００以下であるものについては、指定介護老人福祉施設（法第４８条第１項第１

号に規定する指定介護老人福祉施設をいう。）のユニット型個室の居住に要する

費用の額に限り、前項第１号の規定を適用するものとする。 

３ 第１項の規定にかかわらず、対象法人が、この市が行う障害者ホームヘルプサ

ービス利用者に対する支援措置により既に訪問介護、指定夜間対応型訪問介護及

び第１号訪問事業（以下「訪問介護等」という。）に要する費用に係る利用者負

担額の減額を受けることができる者としてこの市の認定を受けている者に対して

提供した訪問介護等に要する費用の額に係る利用者負担額については、同項の規

定は適用しない。 

    （平成１５告示９３・平成１７告示７０・平成１７告示２０１・平成１８告示４２１・

平成１８告示２００・平成２３告示４・平成２５告示３６７・平成２５告示２１８・

平成２７告示８２・平成２８告示９８・平成２８告示１９７・平成３０告示１３４・ 

令和２告示４０３・令和３告示３７５・一部改正） 

（対象者としての確認申請手続等） 

第６条 対象法人等から提供を受ける指定居宅サービス等に要する費用に係る利用

者負担額の軽減を受けようとする対象者は、社会福祉法人等による利用者負担額

軽減対象者確認申請書（第２号様式）に第２条各号に掲げる者に該当することを

証する書類を添えて市長に提出しなければならない。 

（平成１７告示２０１・令和３告示３７５・一部改正） 

（確認証の交付等） 

第７条 市長は、前条の申請書が提出されたときは、内容を審査してその適否を決

定し、その結果を社会福祉法人等による利用者負担額軽減対象者確認結果通知書

（第３号様式）により当該申請者に通知するものとする。この場合において、市

長は、対象者であることを確認した者に対しては、社会福祉法人等による利用者

負担額軽減対象者確認証（第４号様式）（以下「確認証」という。）を交付する



ものとする。 

    （令和３告示３７５） 

（確認証の提示等） 

第８条 前条後段の規定により確認証の交付を受けた者は、対象法人等から指定居

宅サービス等の提供を受ける際に、当該確認証を対象法人等に提示しなければな

らない。 

２ 対象法人等は、前項の規定により確認証を提示されたときは、当該確認証を提

示した者に対して提供する指定居宅サービス等に要する費用に係る利用者負担額

に当該確認証に記載された減額割合を乗じて得た額を軽減するものとする。 

（平成１７告示２０１・一部改正、令和３告示３７５・旧第７条繰下・一部改正） 

（確認証の有効期間） 

第９条 確認証の有効期間は、第６条に規定する申請を受けた日の属する月の初日

から同日後に最初に到来する７月３１日までとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、第２条各号のいずれにも該当しないこととなった場

合における有効期間は、当該該当しないこととなった日の前日までとする。 

（平成１７告示２０１・平成２７告示８２・一部改正、令和３告示３７５・旧第８条繰

下） 

（軽減に係る助成） 

第１０条 市長は、確認証の交付を受けた者に対してその利用者負担額を軽減して

指定居宅サービス等を提供した対象法人等に対しては、別に定めるところにより

算定した額を助成するものとする。 

（平成１７告示２０１・一部改正、令和３告示３７５・旧第９条繰下） 

（委任） 

第１１条 この要綱に定めるもののほか、社会福祉法人等による利用者負担額の軽

減について必要な事項は、別に定める。 

（平成１７告示２０１・一部改正、令和３告示３７５・旧第１０条繰下） 

   附 則（平成１２年告示第３６９号） 

１ この告示は、平成１２年４月１日から施行する。 

２ 第８条第１項の規定にかかわらず、この告示の施行の日から平成１２年５月３

１日までの間において交付された確認証に限り、同項中「同日後に最初に到来す

る６月３０日」とあるのは、「同日の属する年度の翌年度の６月３０日」とす

る。 

３ 自らの財務状況を踏まえて自主的に事業実施が可能である旨を申し出た社会福



祉法人等については、第１０条の規定にかかわらず、別に定めるところによる助

成措置を受けることなく本要綱に基づく軽減事業を実施できるものとする。 

（平成１８告示４２１・一部改正・平成２３告示４・３項から５項までを削除・平成２

７告示８２・３項を追加・平成２８告示９８・平成２９告示８４・令和３告示３７５

・一部改正） 

  附 則（平成１２年告示第１２８号） 

 この告示は、公表の日から施行する。 

附 則（平成１５年告示第９３号） 

１ この告示は、平成１５年７月１日から施行する。 

２ 改正後の藤沢市社会福祉法人等による利用者負担額減免事業実施要綱の規定

は、この告示の施行の日以後に提供を受けた指定居宅サービス等に係る利用者負

担額の減免について適用し、同日前に提供をうけた指定居宅サービス等に係る利

用者負担額の減免については、なお従前の例による。 

附 則（平成１７年告示第７０号） 

 この告示は、公表の日から施行する。 

附 則（平成１７年告示第２０１号） 

１ この告示は、平成１７年１０月１日から施行する。 

２ この告示の施行の日前に改正前の第６条の規定により交付された確認証でその

有効期限が同日以後であるものについては、当該有効期限までの間、なおその効

力を有する。 

３ 前項の規定によりなおその効力を有することとされる確認証の交付を受けてい

る者の利用者負担額から軽減する額を算出する場合に使用する割合は、改正後の 

第５条の規定にかかわらず、当該効力を有することとされる期間に限り、当該確

認証に記載された割合とする。 

附 則（平成１８年告示第４２１号） 

 この告示は、平成１８年４月１日から施行する。 

附 則（平成１８年告示第２００号） 

 この告示は、平成１８年１０月１日から施行する。 

附 則（平成２１年告示第４２１号） 

 この告示は、平成２１年４月１日から施行する。 

附 則（平成２３年告示第４号） 

 この告示は、公表の日から施行する。 

附 則（平成２５年告示第３６７号） 



１ この告示は、公表の日から施行する。 

２ この告示の施行の日前に改正前の第６条の規定により交付された確認証でその

有効期限が同日以後であるものについては、当該有効期限までの間、なおその効

力を有する。 

附 則（平成２５年告示第４２１号） 

 この告示は、平成２５年３月２１日から施行する。 

附 則（平成２５年告示第２１８号） 

 この告示は、公表の日から施行する。 

附 則（平成２７年告示第８２号） 

１ この告示は、公表の日から施行する。 

２ この告示の施行日前に改正前の第６条第２項の規定により交付された確認証で

その有効期限が「平成２７年６月３０日」であるものについては、「平成２７年

７月３１日」と読み替えるものとする。 

３ 改正後の第８条第１項の規定は平成２７年６月１日以後の申請に係る確認証の

有効期間について適用し、同日前までの申請に係る確認証の有効期間について

は、なお従前の例による。 

附 則（平成２７年告示第３８１号） 

 この告示は、平成２８年４月１日から施行する。 

   附 則（平成２８年告示第９８号） 

 この告示は、公表の日から施行する。 

   附 則（平成２８年告示第１９７号） 

 この告示は、平成２８年１０月１日から施行する。 

   附 則（平成２９年告示第８４号） 

 この告示は、公表の日から施行し、平成２９年４月１日から適用する。 

   附 則（平成３０年告示第１３４号） 

 この告示は、公表の日から施行する。 

   附 則（平成３０年告示第２１７号） 

 この告示は、平成３０年１０月１日から施行する。 

附 則（令和２年告示第４０３号） 

 この告示は、公表の日から施行する。 

附 則（令和３年告示第３７５号） 

 この告示は、公表の日から施行する。 

附 則（令和３年告示第２０１号） 

 この告示は、令和３年１０月１日から施行する。 

 



第１号様式（第３条関係）                                                   

                社会福祉法人等による利用者負担額軽減申出書                 

                                        

                                                     年   月   日    

                                                                           

   藤 沢 市 長                                                         

                                                                           

                                 住  所                                  

                          申請者                                           

                                 氏  名                            

                                                                           

   社会福祉法人等による利用者負担額の軽減を下記のとおり実施するので申し   

  出ます。                                                                 

 

 

申 

 

 

 

請 

 

 

 

者 

 

 

フ リ ガ ナ      

法 人 の 名 称        

 

 

主たる事務所の 

所 在 地        

（郵便番号   ―     ） 

 

連 絡 先        電話番号  FAX番号     
 

代 表 者 の 職        

及 び 氏 名        
職  名 

 

 
フリガナ     

氏  名 

 

 

代表者の住所        
（郵便番号   ―     ） 

 
 

軽 
 

減 
 

実 
 

施 
 

予 
 

定 
 

事 
 

業 
 

所 
 

の 
 

状 
 

況 

 

事業所の名称        所    在    地 実施事業の種類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 



第２号様式（第６条関係） 

社会福祉法人等による利用者負担額軽減対象者確認申請書 □ 新規 □ 更新 

年   月   日 

藤 沢 市 長 

社会福祉法人等による利用者負担額の軽減対象者としての確認を受けたいので、次のとお

り申請します。また、私及び私の属する世帯員の収入、資産等は収入・資産等に係る申告書

のとおりです。 

被保険者番号           確認番号  

被
保
険
者
（
申
請
者
） 

フリガナ  

生年月日 
明・大・昭 

  年  月  日 氏 名  

住 所 

〒                  電話番号 

 

窓口にきた方（※被保険者本人が来庁する場合は、記入不要です。） 

氏名 電話番号 

住所 本人との続柄 

 
【市処理欄】  
  



第３号様式（第７条関係） 

                             年  月  日 

 
          様 

                                         藤沢市長 

                           
 
 

社会福祉法人等による利用者負担額軽減対象者確認結果通知書 

 
 申請のありました社会福祉法人等による利用者負担額軽減対象者としての確認の
結果について、次のとおり通知します。 

被保険者氏名 
 

被保険者番号 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 

 

確 認 年 月 日         

決定事項 

１
対
象
者
に
該
当
す
る 

 

２
対
象
者
に
該
当
し
な
い 

 
理 由 

 
      問い合わせ先  藤沢市役所 介護保険課 総務・給付担当（本庁舎２階） 
                      藤沢市朝日町１番地の１ 
                      ＴＥＬ：０４６６（２５）１１１１ 

（教示欄） 

 
 
 
 
 
 
 
 



第４号様式（第７条関係） 

社会福祉法人等による利用者負担額軽減対象者確認証 

                         （表）                                                     （裏） 

社会福祉法人等による利用者負担額軽減対象者確認証 

（社会福祉法人等による利用者負担額軽減制度） 

  

       注 意 事 項              

１ 次の介護サービスを受けるときは、必ず事前に、 

  この確認証を事業者に提出してください。 

  注：(※)は介護予防サービスを含みます。 

 （１）介護福祉施設サービス  （８）認知症対応型通所介護(※) 

 （２）訪問介護 （９）小規模多機能型居宅介護(※) 

 （３）通所介護（１０）地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介助 

 （４）短期入所生活介護(※) （１１）看護小規模多機能型居宅介護 

   （５）定期巡回・随時対応型訪問介護看護 （１２）第１号訪問事業 

 （６）夜間対応型訪問介護 （１３）第１号通所事業 

 （７）地域密着型通所介護 

２ この確認証は、利用者負担額の軽減について藤沢 

 市に申出をした事業者のみ有効となります。 

３ この確認証を提出して上記１の介護サービスを利 

 用された場合は、この確認証の表面に記載された減 

 額割合により利用者負担額が軽減されます。 

４ 介護保険の被保険者の資格がなくなったとき、軽 

 減対象者の要件に該当しなくなったとき、又はこの 

 確認証の有効期限に至ったときは、遅滞なく、この 

 確認証を藤沢市に返還してください。また、転出の 

 届出をする際には、この確認証を添えてください。 

５ この確認証の表面の記載事項に変更があったとき 

 は、１４日以内に、この確認証を添えて、藤沢市に 

 その旨を届け出てください。 

６ 不正にこの確認証を使用した者は、刑法により詐 

 欺罪として懲役の処分を受けます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 交付年月日   

確 認 番 号         

受 

給

者 

住 所       

フ リ ガ ナ       

氏 名       

生 年 月 日       

介 護 保 険 被 保 険 者 番 号         

適 用 年 月 日                                   

有 効 期 限                              まで 

 

減 額 割 合 

 

（対象サービス利用者負担） 

                     ／１００ 

（食費居住費等） 

              ／１００ 

特 記 事 項         

発 行 機 関 の        

名 称 及 び 印        

 

 １ ４ ２ ０ ５ ９  

                                

 

 神 奈 川 県 藤 沢 市              ・ 

 

 神奈川県藤沢市朝日町1番地の１ 
 電話 ０４６６（２５）１１１１ 

   

 備考 証の大きさは、縦１２８ミリメートル、横９１ミリメートルとする



 


